
令和元年度最終補正予算（案）

Ⅰ 補正予算編成の基本的考え⽅

（１）補正予算の規模

区 分 今 回 補 正 既 定 予 算 計

⼀ 般 会 計 ２，４６０ 億円 ７兆４，７５４ 億円 ７兆７，２１４ 億円

特 別 会 計 ▲ ３０５ 億円 ５兆５，５０５ 億円 ５兆５，１９９ 億円

公 営 企 業 会 計 ― １兆９，４８０ 億円 １兆９，４８０ 億円

計 ２，１５５ 億円 １４兆９，７３９ 億円 １５兆１，８９４ 億円

今回補正
⼀般財源 特定財源

都税 地⽅譲与税 国庫⽀出⾦ 繰⼊⾦ 都債 繰越⾦ その他

億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

２，４６０ １，１５２ ▲ １９１ ▲ １７４ ▲ ２８６ ▲ ４０５ ２，２９８ ６５

 予算の執⾏過程において、ワイズ・スペンディング（賢い⽀出）の視点により無駄の排除を徹

底することで、歳出を精査します。

 平成30年度決算剰余⾦及び都税収⼊の伸びなどにより⽣まれた財源を基⾦へ積み⽴てることで、

⼀層強固な財政基盤を構築します。

 令和元年９⽉から10⽉における台⾵被害について、新たに判明した被害等への確実な対応を図

ります。

 この他、都⺠⽣活に関わる必要な事項について、所要の経費を計上します。

Ⅱ 財政規模

（２）補正予算の財源（⼀般会計）
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歳⼊の精査等（２，４６０億円）

Ⅲ 令和元年度最終補正予算の内容

 都税収⼊等の状況

 都税等 ９６１億円

 繰越⾦ ２，２９８億円

 基⾦繰⼊⾦（東京オリンピック・パラリンピック開催準備基⾦） ▲ ４２３億円

企業収益が堅調に推移していることを背景に、都税は８年連続の増収となります。

共同実施事業の執⾏時期が変更したことによる歳⼊の減などを補正します。

区 分 令 和 元 年 度
最 終 補 正 後

令 和 元 年 度
当 初 予 算 増 ▲ 減

都 税 ５兆６，１８３ 億円 ５兆５，０３２ 億円 １，１５２ 億円

う ち 法 ⼈ ⼆ 税 ２兆１，７１９ 億円 ２兆 ５７８ 億円 １，１４２ 億円

地⽅法⼈特別譲与税 ２，６８４ 億円 ２，８７５ 億円 ▲１９１ 億円

合 計 ５兆８，８６７ 億円 ５兆７，９０６ 億円 ９６１ 億円

 その他の歳⼊ ▲ ８２２億円
歳出不⽤額の精査に伴う歳⼊の減や、事業進捗などに伴う歳⼊の増を補正します。

 基⾦繰⼊⾦（イノベーション創出基⾦、⽔素社会・スマートエネルギー
都市づくり推進基⾦） ４４７億円
基⾦の再構築に伴い、イノベーション創出基⾦及び⽔素社会・スマートエネルギー都市づくり
推進基⾦を全額取り崩します。
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 社会資本等整備基⾦ １，８００億円

歳出の精査等（▲２，０８８億円）
 予算の執⾏状況の精査 ▲２，８３１億円

 税収増等に伴う義務的な経費など １，１６６億円

予算の執⾏状況の総点検を⾏い、現時点において不⽤額となることが明らかな事項などを精査します。

膨⼤な財政需要に備えるための基⾦の積⽴（４，５００億円）
将来の財政需要への備えとして、社会資本等整備基⾦などへ積み⽴てるとともに、「『未来の東京』戦
略ビジョン」で描く新たな政策の財源として、新たな基⾦を創設します。

 福祉先進都市実現基⾦ ６００億円

 【新規】緑あふれる東京基⾦（仮称） ３００億円

 【新規】スマート東京推進基⾦（仮称） ５００億円

 【新規】ゼロエミッション東京推進基⾦（仮称） ３００億円

 防災街づくり基⾦ １，０００億円

ＴＤＨ（TOKYO Data Highway）による「つながる東京」の実現やデジタルテクノロジーによる分
野横断的なサービスの都市実装などを推進するため、基⾦を創設します。

ゼロエミッション東京の実現に向け、再⽣可能エネルギー・⽔素エネルギーの利⽤拡⼤、省エネルギ
ーの推進、ＺＥＶの普及やプラスチック対策などの施策を推進するため、基⾦を創設します。

都市における⽣産緑地や樹林地等の保全、新たな緑の創出など、緑を⼀層豊かにし、ゆとりと潤いの
ある東京の実現に向けた施策を推進するため、基⾦を創設します。

 共同実施事業等の精査 ▲４２３億円

台⾵被害の復旧・復興対応（４８億円）

 台⾵被害の復旧・復興対応 ４８億円
農地及び農業⽤施設災害復旧、区市町村への繰替⽀弁などを⾏います。

特別会計の補正
 特別区財政調整会計（税連動） １７３億円

 地⽅消費税清算会計（税連動） ▲２３８億円

 ⽤地会計 ▲２４０億円
国有地（旧⼤⼿町政府刊⾏物サービスセンター敷地）購⼊経費を減額補正します。
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